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1. 本調査の概要 

1－1 調査の目的 

本調査は、村上市（以下「本市」という。）が推進する「村上駅周辺まちづくりプラ

ン（基本構想）」（以下「村上駅周辺まちづくりプラン」という。）に基づき、「村上総合

病院跡地（民有地を含む。）」（以下「村上総合病院跡地」という）及びジャスコ村上店

跡地（以下「ジャスコ跡地」という。）を総称した村上駅周辺大規模跡地（以下「大規

模跡地」という。）の利活用方針を具体化するとともに、官民連携による事業化の可能

性を検討することを目的とする。 

具体的には、以下の 3点を主要な調査項目とする。 

① 大規模跡地の現状や課題を整理し、中心市街地の都市機能強化や、村上駅周辺と

他エリアとの連携・回遊性の向上に資する施設・機能等について検討を行い、具

体的な事業内容を整理する。 

② 上記の事業内容を踏まえ、LABV（Local Asset Backed Vehicle）方式を主軸とす

る官民連携手法について比較検討を行い、その導入可能性や効果を評価するとと

もに、実現に向けた条件や課題を整理する。 

③ 村上駅周辺まちづくり事業（以下「本事業」という。）への市内事業者の参画を

促進するため、勉強会や意見交換等の機会を提供し、地域に根差した持続可能な

官民連携体制の構築を支援する。 

 

1－2 本市の概要 

(1) 地理的条件 

新潟県の北端に位置する本市は、2008

年 4 月の市町村合併を経て、現在の市域

となっている。旧市町村であった村上

市、荒川町、神林村、朝日村、山北町の

1 市 2町 2村から構成される現在の市域

面積は、県内市町村で最大となる

1,174.17 ㎢であり、新潟県の総面積に対

して 9.3%を占める。この広大な面積を有

する一方で、可住地面積は市域の約 2割

にとどまり、残りの約 8割が山林となっ

ているため、居住・経済活動が可能なエ

リアが少ない。 

本市の土地形状は、海岸部、平野部及

び中山間部の 3つに大別される。総延長

が 50㎞にも及ぶ山北地域及び村上地域

出所）村上市「村上市の現状分析～「村上市行政改

革大綱 2022」策定のための検討資料～（令

和 4 年 2 月）」及び「国土地理院 地理院地図 

GSI Maps」を基に三井住友トラスト基礎研究

所作成 

図 1-1 本市位置図 
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の海岸部には、豊富な水産資源に加え、観光地である「瀬波笹川流れ粟島県立自然公

園」がある。 

村上地域及び荒川地域の平野部は、本市の公共サービス、医療サービス、商業施設

等の都市機能が集中する地域となっている。また、市内全域の水田で岩船産コシヒカ

リが生産され、本市の基幹産業である農業を支えている。 

山北地域や朝日地域の中山間部は、農業集落であると同時に県内随一を誇る良質な

木材・林産材の生産地となっている。また、磐梯朝日国立公園の広大な山々に接して

おり、道の駅朝日から奥三面ダム周辺までの観光施設を目的地に、自然景観やレジャ

ーを楽しむ観光客が多く訪れている。 

本市への主な交通手段は自動車及び鉄道である。自動車を利用した場合、東京から

は関越自動車道を経由して約 4時間 20分、新潟市からは日本海沿岸東北自動車道を

経由して約 1時間でアクセスが可能である。また、山形県鶴岡市からは国道 7号等を

利用して約 1時間 30 分となっている。鉄道を利用する場合は、上越新幹線で東京駅

から新潟駅まで約 2時間、そこから羽越本線を利用して村上駅まで約 1 時間である。 

 

  

出所）村上市 

図 1-2 村上市への交通アクセス 
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(2) 社会的条件 

① 人口・年齢構成 

国勢調査によると、2020 年時点における本市の総人口は 57,418 人であり、1980 年

の 80,206 人から一貫して減少を続けている（図 1-3）。 

年齢構成の推移を見ると、65歳以上の老年人口の割合が増加する一方、15歳～64

歳の生産年齢人口及び 15 歳未満の年少人口の割合は減少を続けている（図 1-4）。

総人口に占める 65歳以上人口の割合（高齢化率）は、2010 年は 32%、2015 年は 36%、

2020 年は 39%と増加傾向にあり、高齢化が進行していることが分かる。2050 年の総

人口は 2020 年比で約 63%にまで減少すると見込まれていることからも、本市におい

ては人口減少と高齢化が同時に進行している状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和 5（2023）

年推計）」及び国勢調査を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 

図 1-3 総人口の推移 

出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和 5（2023）

年推計）」及び国勢調査を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 

図 1-4 総人口に占める各年齢人口の推移 



4 
 

本市各地域における人口推移を見ると、全ての地域で人口が減少しており、特に

村上地域及び荒川地域以外の地域では、人口減少がより顕著に進行していることが

分かる。 

表 1-1 各地域における人口推移 

地域 1980 年 1990 年 2000 年 2010 年 2020 年 

村上地域 
33,540 人
（42%） 

32,171 人
（42%） 

31,758 人
（43%） 

29,186 人
（44%） 

26,024 人
（45%） 

荒川地域 
11,247 人
（14%） 

11,353 人
（15%） 

11,555 人
（16%） 

10,678 人
（16%） 

9,585 人
（17%） 

神林地域 
11,514 人
（14%） 

11,277 人
（15%） 

10,625 人
（14%） 

9,385 人
（14%） 

8,133 人
（14%） 

朝日地域 
13,830 人
（17%） 

13,014 人
（17%） 

12,125 人
（16%） 

10,621 人
（16%） 

8,604 人
（15%） 

山北地域 
10,075 人
（13%） 

8,696 人
（11%） 

7,839 人
（11%） 

6,557 人
（10%） 

5,072 人
（9%） 

総数 
80,206 人
（100%） 

76,511 人
（100%） 

73,902 人
（100%） 

66,427 人
（100%） 

57,418 人
（100%） 

 

転入・転出の状況については、2024 年において転入者 808 人に対し転出者数は

1,236 人と、428 人の転出超過となっている。年齢階層別では、「20 歳～24歳」の

転出者数が最も多く、次いで「25歳～29 歳」、「30 歳～34 歳」、「15歳～19歳」の

順となっており、ほぼ全ての年齢階層で転出超過が見られる。特に 30 歳未満の転

出者数が全体の約 60%を占めており、進学や就職を契機とした若年層が市外へ流出

していることがうかがえる。 

  

出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告（2024 年）」を基に三井住友トラスト基礎研究

図 1-5 2024 年転入者・転出者数の状況 

出所）村上市男女別人口・世帯数推移（地区別）を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 
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② 産業 

本市の産業別の生産額は、第 1次産業が 5.4%、第 2次産業が 32.4%、第 3次産業が

62.1%となっており、第 3次産業の生産額が過半を占める。新潟県全体と比較すると、

第 1 次産業及び第 2 次産業の割合が相対的に高く、農林水産業や製造業など地域資

源型産業が一定の比重を占めている点が本市の特徴である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業別の総売上額については、製造業、卸売業・小売業、医療・福祉業、建設業の

順に多く、地域経済においては製造業を中心とした基盤産業と、生活関連サービス産

業が重要な役割を担っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1-6 新潟県及び本市の産業別総生産構成比（2016 年度） 

出所）村上市「第 2 次村上市環境基本計画（令和 3 年 3 月）」 

図 1-7 産業別就業者数と総売上（2021 年） 

出所）総務省・経済産業省「令和 3 年経済センサス‐活動調査」を基に 

三井住友トラスト基礎研究所作成 
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農業については、排水改良や圃場整備などの土地改良により優良農地が形成され

ており、朝日・飯豊連峰を源とする荒川及び三面川の豊富な水資源に支えられた稲作

が基盤となっている。特に「岩船米」は、新潟三大コシヒカリブランドの一つとして

本市の代表的な農産物となっている。農業産出額の内訳では、米に加えて鶏（採卵鶏）

の割合が高く、朝日地域を中心に養鶏業が展開されている。また、市の特産品である

村上牛や村上茶などの食材をブランド化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商業については、商店数、従業者数、商品販売額ともに減少傾向にあり、中心市街

地の従来型店舗の減少が見られる。一方で、国道 7号沿いの村上地区山辺里～神林地

区上助渕、荒川地区藤沢～坂町周辺では大型店舗等の立地が進み、ロードサイド型商

業へのシフトが進行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-8 農業産出額の推移 

出所）村上市「第 2 次村上市環境基本計画（令和 3 年 3 月）」 

図 1-9 商業施設の立地状況 

出所）村上市「村上市地域公共交通計画」（令和 7 年 8 月改定） 



7 
 

また、新たな産業動向として、本市及び胎内市の沖合では 2029 年 6月末の運転開

始を目指して洋上風力発電事業の開発が進められている。46 基の発電機による発電

設備出力は計 690MW となる見込みであり、本市の岩船港が O&M 港1として運用される

予定であることから、本市における新たな産業振興の取組として期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 
1 運転開始後、保守作業等で拠点となる港 

図 1-10 新潟県村上市及び胎内市沖洋上風力発電事業の計画図 

出所）経済産業省「新潟県村上市及び胎内市沖における協議会（第 5 回）会議資料 4「新

潟県村上市及び胎内市沖洋上風力発電事業概要説明」」を基に三井住友トラスト基

礎研究所作成 
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③ 災害・防災 

本市は、日本海に面した海岸線を有するとともに、一級河川である荒川をはじめ、

三面川、大川など複数の河川が流下し、さらに中山間地域を多く含む地形特性を有し

ている。このため、豪雨による河川氾濫や内水氾濫、土砂災害に加え、沿岸部では津

波浸水想定区域が設定されているなど、複合的な自然災害リスクを有している。 

2022 年 8 月 3 日から 4 日までにかけての記録的大雨では、荒川流域を中心に総降

水量が 500mm を超える観測値を記録し、河川氾濫や土砂災害、浸水被害などが発生し

た。現在も一部地域では復旧・復興が継続しており、近年の災害経験を踏まえた防災・

減災の取組の重要性が増している。 

こうした状況を踏まえ、本市では「村上市地域防災計画」を策定し、災害予防、応

急対応、復旧・復興までを含めた総合的な防災体制の構築を進めている。同計画は、

住民、地域コミュニティ、公共及び防災関係機関がそれぞれの役割を担いながら、災

害に強い地域づくりを推進することを定めている。 

 

 

 

 

  

出所）村上市「村上市のハザードマップ（令和 7 年 3 月改訂）」を基に三井住友トラ

スト基礎研究所作成 

図 1-11 村上地域における浸水想定図 

村上駅 
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④ 市内交通 

本市の公共交通は、鉄道、路線バス、コミュニティバス、のりあいタクシー等の

多様な交通手段により構成されている。 

鉄道については、JR 羽越本線が市域を南北に縦断し、JR 米坂線が南部を横断し

ており2、市内には計 11駅3が設置されている。羽越本線では特急「いなほ」が坂町

駅、村上駅及び府屋駅に停車し、新潟市方面や庄内・秋田方面への広域移動を支え

る重要な交通手段となっている。市内主要駅の乗車人員数の推移は、図 1-12 に示

すとおりである。 

 

 

バスについては、村上市コミュニティバス（愛称：あべっ車）による市内路線が

12 路線と山北地域の一部で路線バスが運行されており、日常的な移動手段として一

定の役割を担っている（図 1-13）。また、地域内交通を補完する手段として、のり

あいタクシーなども運行されており、高齢者の通院や買い物など生活移動を支える

交通手段として活用されている。 

まちなか循環バス路線は、村上地区の市街地を中心に運行されており、年間約

1.4 万人が利用している（図 1-14）。運行ルートは、村上駅前から新町やイヨボヤ

会館を経由して村上駅前へ戻る「大回り」と、村上駅前から市役所や南町を経由し

て村上駅前へ戻る「小回り」の 2系統で構成されている。 

 

 

 
2 2022 年 8 月の記録的豪雨の影響により、JR 米坂線は坂町駅から今泉駅間（山形県長井市）において運

休が継続している。 
3 村上駅及び坂町駅が有人駅、その他 9 駅は無人駅となっている。 

出所）村上市「村上市地域公共交通計画（令和 7 年 8 月改定）」 

図 1-12 市内主要駅の乗車人員数の推移 
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図 1-14 まちなか循環バス路線の年間利用者数 

出所）村上市提供資料を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 

出所）村上市「村上市コミュニティバスあべっ車運行時刻表」及び「山北地域公共交通 Map」を基に

三井住友トラスト基礎研究所作成 

図 1-13 本市の公共交通 
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⑤ 財政状況 

本市の財政状況について、財政力指数は新潟県内市町村平均（0.48）を下回る

0.34 となっており、自主財源基盤の弱さがうかがえる。一方、経常収支比率は

92.1％と新潟県内市町村平均（92.7％）と同水準である。 

将来負担比率は新潟県内市町村平均（78.7％）を下回る 75.6％となっており、将

来世代への財政負担は比較的抑えられた状況にある。また、ラスパイレス指数も新

潟県内市町村平均（96.3）を下回る 93.0 となっており、人件費水準も抑えられて

いる。これらを総合すると、本市は収入面に課題を抱える一方、歳出管理及び債務

水準については比較的安定した状況にあると考えられる。 

 

表 1-2 本市の主要財政指数（2023 年度） 

 

 

歳出構成については、主に 2つの特徴が見られる。第一に、人件費、扶助費及び

公債費からなる義務的経費の割合が 38％と、全国市町村平均（49.5％）4と比較して

低い水準にある点である。この背景には、扶助費の割合が全国平均より低いことが

影響していると考えられる。第二に、歳出に占める投資的経費の割合が 18.8％と、

全国市町村平均（12.2％）を上回っている点であり、一定程度の公共投資が継続的

に実施されている状況がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 令和 7 年度地方財政白書 

項目 本市 新潟県内市町村平均 

財政力指数 0.34 0.48 

経常収支比率 92.1% 92.7% 

将来負担比率 75.6% 78.7% 

ラスパイレス指数 93.0 96.3 

出所）村上市「令和 5 年度財政状況資料集」及び総務省「令和 5 年度全市町村の主要財政指標」

を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 

図 1-15 本市の財政状況（2023 年度） 

出所）村上市「令和 5 年度決算書」を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 
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(3) 観光・地域資源 

本市の観光は、日本海沿岸の豊かな自然環境や城下町として培われた歴史文化、鮭を

中心とした食文化、瀬波温泉などの地域資源を核として形成されている。特に「鮭のま

ち」としての独自性は本市の観光ブランドの中核を担っており、食・文化・体験を組み

合わせた観光コンテンツの創出が進められている。 

観光客数は長期的には年間約 200 万人規模で推移していたが、新型コロナウイルス感

染症の影響により大きく減少し、現在も回復途上にある。来訪者は県内客やリピーター

が多い一方、首都圏からの距離的制約や認知度不足、インバウンド対応に向けたコンテ

ンツ整備及び情報発信の強化などが課題として指摘されている。 

 

 

 

 

  

図 1-16 本市の観光入込客数の推移及び地域別観光入込比率 

出所）村上市「第 3 次村上市観光振興計画（令和 7 年度～令和 11 年度）」 
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本市の地域資源としては、瀬波温泉や町屋エリアといった観光拠点や、笹川流れなど

の豊かな自然・景観に加え、城下町の面影を残す町並みや地域に根差した歴史文化など

が挙げられる。また、ハード及びソフト双方の観光コンテンツに加え、年間を通じて開

催される多様な地域イベントも、本市の大きな強みの一つである。 

以下では、こうした観光拠点及び地域イベントの主な事例を紹介する。 

① 観光拠点 

ア. 笹川流れ 

村上市浜新保（鳥越山）～寒川（狐崎）に至る

約 11km 区間の海岸線を指し、優れた変化に富

む海岸美を形づくっている区間。1927 年に国

の名勝及び天然記念物に指定されている。海浪

による激しい浸蝕作用による奇岩・怪岩・孤

島・洞窟・開門によって独自の景観を見せてい

る。遊覧船も運航しており、笹川流れの地形を

海上から観覧することもできる。また、海水浴

場も海岸に沿って点在することから、夏場には

海水浴目的の来訪者も見られる。 

イ. 越後村上町家通り 

村上市中央商店街の小町～大町～上町の通りに

は、昔ながらの町屋造りを活かした建物が数多

く立ち並び、村上名産の鮭加工品や地酒を扱う

酒販店、老舗和菓子店や甘味処、村上木彫堆朱

の店などが通りに揃っている。中には町家内部

を見学できる店舗もあるなど、本市の観光にお

ける中心地の一つとなっている。 

ウ. 村上城跡 

市中心部の臥牛山に築かれた城で、16世紀前

期には存在していたものと考えられている。

臥牛山の標高は 135m で、二之町の登り口から

「七曲道（ななまがりどう）」と呼ばれる七つ

のつづら折りがある山道を進むと、戦国時代

に築かれた堅堀5や虎口6、江戸時代の石垣が見

えてくる。そうした様々な時代の遺構が混在

 
5 たてぼり。斜面を登ってくる敵の横移動を防ぐために、山の斜面に対して直角に造った堀。 
6 こぐち。城郭における出入り口。小口とも書く。 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

撮影 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

撮影 

出所）三井住友トラスト基礎研究所

撮影 
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して残る姿が貴重であることから、1993 年に

は国指定史跡に指定された。 

エ. 瀬波温泉 

新潟県を代表する名湯の一つ。1904 年、石油

掘削中に熱湯が噴き出したのが始まりといわ

れ、日本海に沈む夕日を眺めながらの入浴は

瀬波温泉の魅力となっている。温泉街中心部

の噴湯公園からは温泉街や日本海を一望で

き、温泉卵作りも楽しめる。 

オ. ブルボンスケートパーク村上 

2019 年に開業した日本国内最大規模の屋内ス

ケートボード施設で、オリンピック種目であ

る「パーク」と「ストリート」のセクション

を設置している。日本オリンピック委員会が

選定する「ナショナルトレーニングセンター

競技別強化拠点」にも選ばれており、国内外

からトップ選手が訪れている。また、ボルダ

リングやスラックラインの設備、ランニング

コースを併設するほか、2024 年秋にはハーフ

パイプのオフトレーニング施設「村上スノー

リサーチ＆トレーニングセンター」も開業

し、スケートボードのみならず多様なスポー

ツのトレーニング施設として更なる発展を見

せている。 

② 地域イベント    

ア. 村上大祭（村上祭の屋台行事） 

毎年 7月に開催され、後述の瀬波大祭、岩船

大祭と並び「村上三大まつり」として多くの

観光客が市内外から訪れている。1633 年に藩

主・堀直竒
ほりなおより

が今の地に西奈彌
せ な み

羽黒
は ぐ ろ

神社社殿を

造営し、臥牛山の元羽黒から御遷宮した時に

遷宮祭を執行したのが起こりとされる。3基

の神輿に御神霊を奉遷して、荒馬 14 騎と稚

児行列を先導に町内を巡行するお祭りで、そ

の後に続く 19台の「おしゃぎり」と呼ばれ

る屋台が、村上大祭ならではの特徴になって

出所）村上市観光協会 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

撮影 

出所）村上市観光協会 

出所）村上市観光協会 
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いる。2025 年 12 月には、ユネスコ無形文化

遺産7に登録されている「山・鉾・屋台行

事」の拡張提案が認められ、「村上祭の屋台

行事」として追加登録が決定した。 

イ. 瀬波大祭 

西奈彌神社で行われる祭礼。朝、御神霊が神

輿に移されると、先太鼓を先達に渡御行列が

始まり、これに 5台の屋台（おしゃぎり）が

続く。先頭の屋台には、神社の祭神・気比大

神が敦賀から海路で瀬波に上陸したことに由

来した装飾が施されている。 

ウ. 岩船大祭 

毎年 10 月に行われ、祭神が「石の舟」でこ

の地にお越しになったという伝説に由来す

る、石船神社の祭礼。「舟囲い」ともいわ

れ、その年の海の恵み・山の恵み、あらゆる

なりわいに感謝するもの。村上三大まつりの

最後にあたる、この地方の一年を締めくくる

秋祭りでもある。絢爛華麗な 9台の屋台を中

心としており、1988 年には新潟県無形民俗文

化財に指定された。 

エ. いいねっか村上 

村上市商工会議所青年部が企画・運営する、

市内最大級のイベント。第 20回を迎える

2025 年は、本調査の対象地（後述）である村

上駅前のジャスコ跡地で行われた。地元学

校・団体による特設ステージがあるほか、飲

食・物販のブースが立ち並ぶ。 

 

 

 

 

 

 
7 芸能や伝統工芸技術などの形のない文化であって、土地の歴史や生活風習などと密接に関わっているも

ののことで、国連教育科学文化機関（通称：ユネスコ）の無形文化遺産の保護に関する条約では、この

無形文化遺産を保護し、相互に尊重する機運を高めるため、登録制度を実施している。 

出所）村上市観光協会 

出所）村上市観光協会 

出所）村上商工会議所青年部 
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オ. 城下町村上 町屋の人形さま巡り 

2000 年にスタートした、村上の春の風物詩。

城下町であった旧町人町一帯の町屋・商店等

では、家が代々受け継いできたひな人形をは

じめ、武者人形や土人形など、多彩で多様な

“お人形さま”が数多く残されている。イベ

ント期間中は、参加店である町屋や商店、個

人宅を訪ね、“お人形さま”を巡り、まち歩き

も楽しむことができる。通常時は立ち入ることができない村上の町屋内部が見

学できる貴重な機会にもなっている。また、本イベントは地域住民が主体とな

って取り組んだ地域活性化の事例としても知られている。 

  

出所）村上市観光協会 
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1－3 事業発案に至った経緯・課題 

(1) 経緯 

大規模跡地に関わるこれまでの経緯は、表 1-3 に示すとおりである。2006 年にジャ

スコ村上店が閉店、2013 年に村上総合病院の移転が決定したことを受けて、本市では

2014 年に村上駅周辺まちづくりプラン等策定委員会を設置し、2015 年に村上駅周辺ま

ちづくりプランを策定した。策定後は大規模跡地の利活用検討を進めてきたところで

あり、2023 年 8 月にはサウンディング型市場調査を経て大規模跡地の利活用案を公表

している。さらに、2024 年には一般市民や市内学生、市内事業者を対象としたワーク

ショップを複数回実施し、利活用案に対する意見収集や本事業への関心を高める取組

を推進している。 

表 1-3 本事業に係るこれまでの経緯 

年 月 内容 

2006 年 2 月  ジャスコ村上店が閉店 

2013 年 5 月  村上総合病院の新築移転候補地が村上駅西側に決定 

2014 年 2 月  村上駅周辺まちづくりプラン等策定委員会設置 

2015 年 3 月 
 「村上駅周辺まちづくりプラン（基本構想）」を策定 
 大規模跡地周辺を「市民交流促進地区」と位置付け、活性化に向

けた利活用策の検討を開始 

2020 年 12 月  村上総合病院が村上駅西側に移転 

2023 年 
6 月 

 第 1 回サウンディング型市場調査を実施。大規模跡地の利活用に
関する意見を募集 

8 月  大規模跡地の利活用案を公表 

2024 年 

3 月 
 第 2 回サウンディング型市場調査を実施。公表した利活用案に関

する意見を募集 

3 月～ 
7 月 

 一般市民・団体及び市内学生向けのワークショップ「むらかミラ
イ会議」を開催（各 3 回、計 6 回）。大規模跡地の利活用案に係る
意見等を聴取 

5 月 

 大規模跡地の利活用案（2023 年 8 月公表）について、村上総合病
院跡地側の土地区画案を変更 

＜変更内容＞ 
 区画を 3 区画から 2 区画に変更（道路形状を変更） 
 第 1 期整備として、統合保育園（子育てゾーン）と道路を優

先して整備 
 第 2 期整備として行政ゾーンと交流ゾーンを整備予定とし、県道

から直接乗り入れできる出入り口を設置 

7 月  旧村上総合病院の解体工事が完了 

8 月～ 
10 月 

 市内事業者向けの官民連携手法に関する勉強会及び本事業に関す
るワークショップを開催（各 2 回、計 4 回） 

12 月 

 ジャスコ跡地の所有者であるイオンリテール(株)と、「村上駅周辺
まちづくり事業に係る連携に関する協定」を締結 

 ジャスコ跡地について、イオンリテール(株)からの寄附を受け、
本市が取得 

2025 年 
4 月 

 村上総合病院跡地の所有者である新潟県厚生農業協同組合連合会
と、同跡地の「土地売買仮契約」を締結 

7 月 
 村上総合病院跡地について、新潟県厚生農業協同組合連合会から

の買取により本市が取得 
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8 月 

 大規模跡地の利活用案（2024 年 10 月公表）について、村上総合
病院跡地側の土地区画案を変更 

＜変更内容＞ 
 国が整備する施設の配置案を変更 

 

(2) 課題及び本事業の必要性 

村上駅周辺は、本市における交通及び居住の中心地であり、市内外を結ぶ重要な結節

点として位置づけられている。村上駅周辺まちづくりプランにおいても、当該エリアを

「市民交流促進地区」とし、駅東西の連絡性向上や公共交通の利便性向上、にぎわい空

間の形成による中心市街地の再生を基本方針としている。 

一方で、人口減少及び少子高齢化の進行に加え、大型商業施設の閉店や村上総合病院

の移転により、駅前の都市機能やにぎわいの低下が課題となっている。とりわけ、両施

設の跡地は広大で、駅周辺の将来像に大きな影響を与える重要な位置にありながら未

利用状態が続いており、早期の利活用実現が求められている。また、近年の豪雨災害を

踏まえた防災機能の強化や、村上駅を起点とした市内各地の生活圏や観光拠点との回

遊性向上など、新たな都市課題への対応も必要となっている。 

こうした状況を踏まえ、本市ではこれまでサウンディング型市場調査や市民・事業者

向けワークショップを実施し、大規模跡地の利活用に関する意見を収集してきた。その

中では、交流機能、公共機能、子育て支援機能等を組み合わせた複合的な都市機能の導

入や、官民連携による持続可能な実施体制の構築を期待する意見が示されている。 

以上を踏まえ、村上駅周辺まちづくりプランの具体化を図り、大規模跡地の利活用を

含めた駅周辺の再生を着実に推進するため、本事業の実施が求められている。 
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(3) 上位計画との関連性 

本事業に関連する上位計画等の関係性を整理すると、下図のとおりである。 

 

 

以下では、主要な計画について概要を示す。 

① 第 3次村上市総合計画（2022 年 3 月策定） 

市政運営における総合的かつ最上位の計画として位置づけられており、本市が策

定する各種計画及びや施策は、本計画との整合を図りながら推進されることとされ

ている。 

本計画は、基本構想、基本計画及び実施計画の三層構造で構成されている。基本

構想では、「あふれる笑顔のまち村上」を将来像として掲げ、「創る」、「育む」、「広

げる」の 3つの視点によるまちづくりを基本理念としている。また、将来像の実現

に向けて 5つの基本目標が設定され、それぞれに対応する 32 の政策分野が整理さ

れている（図 1-18）。 

 

 

出所）三井住友トラスト基礎研究所作成 

図 1-17 本事業に関連する上位計画等の関係性 
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本事業は、これらの基本目標及び政策分野のうち、次に示す取組との関連性が高

い。 

 

表 1-4 第 3 次総合計画における本事業に関連する取組 

基本目標 課題 具体的な施策内容 

基本目標 1 
子育てと健康のまち 

 市民ニーズと安全性を両立
した保育環境の整備 

 子どもが安全に遊べる屋内
施設の整備 

 民間サービスの導入や専門
人材の確保・育成 

 子どもが安全に遊べる施設
の整備や病児・病後児保育
の運営 

基本目標 2 
豊かで安心なまち 

 村上総合病院解体後の跡地
利用や活性化策及び村上駅
周辺の土地利用や施設整備 

 大規模低未利用地の活用に
よる、村上駅周辺のにぎわ
い創出 

 低未利用地の活用を図るた
めの道路整備 

基本目標 3 
魅力ある賑わいのま
ち 

 観光施設の整備・改修、多
様な活用による利便性と利
用率の向上 

 外国人観光客の関心が高い
情報提供と環境整備 

 VR や AR などの先進映像技
術の活用 

 観光地としての魅力発信 
 観光客のニーズに応じた施
設整備 

 

出所）村上市「第 3 次村上市総合計画」 

図 1-18 基本構想の体系 
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② 村上市都市計画マスタープラン（2010 年 3月策定、2023 年 3 月修正） 

本市のまちづくりの指針となる計画であり、都市計画に関する基本的な方針を示

すものである。本計画では、まちづくりの将来像の実現に向けて 6つの重点目標を

設定している。これらの目標の達成に向け、市内の居住区を「市街地」、「基幹集

落」、「一般集落」の 3つに区分し、それぞれの役割に応じた土地利用を推進する

「村上版コンパクト・プラス・ネットワーク」の考え方に基づくまちづくりを目指

している。 

本事業との関係では、大規模施設跡地の利活用による都市機能増進施設の導入

や、多目的にぎわい広場の整備、村上駅前周辺における都市防災機能（避難場所、

備蓄倉庫等）の強化などが土地利用の方針に位置づけられている。 

 

表 1-5 村上地域のまちづくりに関連する分野別の方針（抜粋） 

■土地利用の方針 
【市街地内土地利用の方針】 
・JR 村上駅周辺は、村上らしさのある景観にも配慮しながら、休憩・飲食・買い物・
交流など地域住民も楽しめる商業地の形成を目指します。 

・JR 村上駅前周辺地区は、既存の公共施設とともに旧村上総合病院等の大規模施設跡
地を活用した都市機能増進施設や多目的にぎわい広場などの整備を図り、相互が連
携した「にぎわい」の場づくりを目指します。 

【既定用途地域内未利用地の有効活用】 
・JR 村上駅周辺にある大規模未利用地については、地域の発展・活性化に資する都市
機能増進施設の整備や「にぎわい」の創出を形成する魅力のある広場・公園などの
整備を目指します。 

【中心市街地の活性化】 
・郊外の大型店にはない中心市街地独自の取組を検討し、イベント開催時期でなくて
も楽しめる、「にぎわい」ある空間形成を目指します。 

■水とみどりの整備方針 
【公園・緑地の充実と有効な活用】 
・駅前の大規模な空閑地などを利用して、イベント開催を想定した広場・オープンス
ペースの整備を目指します。 

■都市防災の方針 
【都市防災・防犯】 
・JR 村上駅周辺において都市防災のための機能（避難場所・備蓄倉庫など）を促進す
るなど、安全・安心なまちづくりを目指します。 

 

 

出所）村上市「都市計画マスタープラン」（2023 年 3 月修正版）を基に三井住友トラスト基

礎研究所作成 
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③ 村上駅周辺まちづくりプラン（基本構想）（2015 年 3 月策定） 

第一次村上市総合計画及び村上市都市計画マスタープランに基づき、村上駅周辺

地区のまちづくりに関する基本的な方針を示した計画である。村上総合病院の移転

計画を契機として、村上駅前における空洞化や衰退を防ぎ、中心市街地の再生を図

ることを目的に策定された。 

ア. 村上駅周辺のまちづくり方針と取組 

村上駅周辺まちづくりに関する 6つの基本方針と、それに基づく 20の施策、32

の取組を掲げており、駅東西の連絡通路や駅前広場、大規模跡地の整備等のハ

ードの取組に加え、にぎわい創出を目的としたイベント開催等のソフトの取組

が位置づけられている 
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図 1-19 施策の概要と取組 

出所）村上市「村上駅周辺まちづくりプラン（基本構想）」（2015 年 3 月策定） 
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イ. 大規模跡地等の位置づけ 

大規模跡地を含む周辺地区を「市民交流促進地区」として位置づけ、その中で

も大規模跡地を「交流の中心地」として位置づけている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1-20 市民交流促進地区の位置づけと概念図 

出所）村上市「村上駅周辺まちづくりプラン（基本構想）」（2015 年 3 月策定） 
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ウ. 大規模跡地の活用方針 

大規模跡地である村上総合病院跡地及びジャスコ跡地について、それぞれの活

用方針を定めている。 

表 1-6 村上総合病院跡地の活用方針 

■都市機能増進施設整備（村上総合病院跡地） 

【配慮すべき 5 つの視点】 

①市民福祉の向上・公共性 

②周辺事業者等との共生・共存 

③周辺環境との調和 

④賑わいの創造・活性化  

⑤投資効果の確保・費用対効果 

【導入機能の方向性】 

・「児童福祉」・「高齢者福祉」・「文化・交流」による機能を基本とし、「子育て支援」
機能を中核として、他の機能やイベント・催しなどの取組を加えることで更なる魅
力や交流を創出することが望ましい 

・ジャスコ跡地との一体的活用を図ることが望ましい 

 

 

表 1-7 ジャスコ跡地の活用方針 

■多目的なにぎわい広場（ジャスコ跡地） 

【取組方針】 

・村上総合病院跡地とジャスコ跡地を含む地区は、市全体に新たな魅力と活力を生み
出す市民交流の中心地区として位置づけることが望ましい 

・ジャスコ跡地は、「広場・オープンスペース」や「駐車場」などの機能を有し、朝市
やイベント等の会場として活用可能な多目的広場としての利用を前提とした活用
が望ましい 

 

 

  

出所）「村上駅周辺まちづくりプラン（基本構想）」を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 

出所）「村上駅周辺まちづくりプラン（基本構想）」を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 
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④ 村上市歴史的風致維持向上計画（2016 年 10 月認定） 

本市における歴史的風致の維持及び向上に関する基本方針及び施策の方向性を定

めた計画であり、本市固有の歴史や文化を反映した歴史的な町並みや文化を将来に

引き継いでいくことを目的としている。 

本計画では、「歴史的建造物の保存・活用」、「歴史的町並み環境の保全・形成」、

「後継者や担い手の育成・確保及び地域力の強化」の 3つを基本方針として掲げ、

城下町として形成された村上地区を中心に重点的な取組を進めることとしている。 

村上駅周辺地区は、城下町エリアに近接し、観光や生活の移動拠点としての役割

を担う地区であることから、本事業の推進にあたっては、歴史的な町並みや景観と

の調和、まちなかの回遊性の向上などを意識した整備が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1-21 重点区域（村上城下町区域）の範囲 

出所）村上市「村上市歴史的風致維持向上計画」 
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1－4 検討体制の整備 

(1) 庁内の検討体制 

本事業は、村上市都市計画課内に設置された「駅周辺未来創造室」を中心として推進

している。駅周辺未来創造室は、村上駅周辺におけるまちづくりを戦略的かつ重点的に

進めるために設置された専任組織であり、大規模跡地の利活用のみならず、中心市街地

の機能強化やにぎわい創出、周辺エリアとの連携による回遊性向上など、広域的な視点

から本事業を推進している。 

また、同室が庁内関係部署との調整役を担い、村上駅周辺まちづくり庁内検討会議を

設置し、都市計画、子育て、観光、産業振興等の分野横断的な連携を図るなど、実現性

を踏まえた事業化を進める体制としている。 

 

(2) 本調査の業務実施体制 

本調査は以下の体制で実施した。 

本市より委託を受けた株式会社三井住友トラスト基礎研究所が調査業務全体の統括

を行い、事業化に向けた検討を行った。また、技術的検討を要する専門性の高い業務に

ついては、エヌシーイー株式会社の助言・協力を得ながら検討を進めた。 
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2. 本調査の内容 

2－1 調査の流れ 

本調査は以下のプロセスで実施した。 
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3. 前提条件の整理及び意向調査 

3－1 対象地の概要 

(1) 対象地の立地・アクセス 

本事業の対象地である大規模跡地は、市の中心部に位置する JR村上駅から東へ約

200m に位置しており、JR羽越本線による鉄道アクセスに優れるほか、国道 7 号及び

日本海沿岸東北自動車道からのアクセスも可能な、交通利便性の高い立地となってい

る。 

 

(2) 対象地の状況 

大規模跡地は、北側の村上総合病院跡地及び南側のジャスコ跡地から構成されてお

り、いずれも既存建築物等の解体及び用地取得が完了し、現在は更地として管理されて

いる。 

 

図 3-1 対象地の位置図 

出所）国土地理院地図を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 

図 3-2 対象地の現状（左：村上総合病院跡地、右：ジャスコ跡地） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所撮影 
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村上総合病院跡地については、新潟県厚生農業協同組合連合会との間で 2025 年 4 月

に土地売買仮契約を締結8し、同年 7 月に本市が用地取得を完了している。また、同跡

地に隣接する一部の民有地についても、同年 12 月に本市が用地取得を完了している。

対象敷地は合計約 16,200 ㎡であり、今後の利活用を見据え、区域内道路（市道番丁 4

号線（新設）及び市道番丁 1号線（改良））等の基盤整備が進められている。 

一方、ジャスコ跡地については、イオンリテール株式会社との間で 2024 年 12月に締

結した「土地の寄附に係る契約」に基づき、同社からの寄附により本市へ譲渡され、現

在は本市が所有している。敷地面積は約 10,000 ㎡で、旧店舗に係る地中基礎等を含め

現状のまま引き継がれており、現在はアスファルトで舗装されたオープンスペースと

して、駐車場等の暫定利用やイベント時の活用が行われている 

なお、村上総合病院跡地とジャスコ跡地の間には東西方向に市道南線が整備されて

おり、両敷地間の往来における歩行者動線の確保や安全性の向上が課題となっており、

大規模跡地の一体的な利活用を進めるうえで重要な検討事項となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
8 2025 年 6 月に市議会の議決を経て本契約に至った。 

図 3-3 大規模跡地の全景 

出所）村上市 
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(3) 対象地周辺の状況 

大規模跡地周辺には、商店街や観光案内所のほか、村上市教育情報センター、村上市

生涯学習推進センター（マナボーテ村上）、公共施設（新潟県村上地域振興局）、高等学

校（新潟県立村上高等学校、新潟県立村上桜ケ丘高等学校）等の多様な施設が立地して

おり、日常的に多くの市民に利用されている。特に村上市教育情報センターや村上市生

涯学習推進センターは、学生や市民が利用できる学習室や貸施設を備え、地域の学習・

交流拠点として活用されている。 

村上駅の北東の駅前通り商店街には店舗や飲食店が集積しているが、近年では空き

店舗も見られるようになり、商店街の活力維持・再生が課題となっている。駅前通り商

店街の東から市役所方面までにかけては城下町の町並みが残る歴史的市街地が広がっ

ており、村上駅から徒歩で訪れることができる。村上駅は、本市の代表的な観光資源で

ある瀬波温泉や岩船港を始め、市内各地へアクセスが可能な点で、本市の交通拠点とし

ての役割も担っている。 

さらに、村上市景観計画において、大規模跡地を含む駅前周辺は「村上駅前区域」及

び「お城山眺望景観保全区域」に位置付けられており、屋外広告の整理や無電柱化など、

景観への配慮を踏まえた取組が求められている。 

 

  

図 3-4 村上駅周辺の現況図 

出所）村上市「村上市地域公共交通計画」を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 
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(4) 法規制から見た課題等 

対象地の各敷地（村上総合病院跡地及びジャスコ跡地）について、主な法規制等の

条件を以下に整理する。 

① 村上総合病院跡地の法規制等（表 3-1） 

村上総合病院跡地は、市道南線沿道の一部が商業地域、そのほかの区域が第 1種

住居地域に指定されている。また、商業地域の一部は準防火地域に指定されてお

り、建築物の構造や屋根性能等について一定の基準が求められる。 

さらに、村上市景観条例により、建築物の高さは原則として 25m 以下に制限され

ている。 

  

村上駅 

出所）村上市「村上市地域公共交通計画」を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 

図 3-5 村上駅周辺の公共交通網 
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表 3-1 対象地（村上総合病院跡地ほか民有地を含む）の都市計画要件 

敷地面積 16,207.07 ㎡ 

所有者 村上市 

区域区分 都市計画区域内（非線引き） 

用途地域 商業地域 第 1 種住居地域 

建ぺい率 80% 60% 

容積率 400% 200% 

防火 準防火地域 22 条区域 

道路斜線 1.5/1 1.25/1 

隣地斜線 31ｍ+2.5/1 20ｍ+1.25/1 

日影規制 無 有(10m 超) 

騒音規制 第 3 種区域 第 2 種区域 

振動規制 第 2 種区域 第 1 種区域 

環境基準 C 類型 B 類型 

公共下水道区域 区域内(公共下水道) 

景観条例 高さ規制 H=25m 以下 

盛土規制 宅地造成等工事規制区域 

悪臭防止規制 第 1 種区域 

 

 

② ジャスコ跡地の法規制等（表 3-2） 

ジャスコ跡地は商業地域に指定されており、準防火地域に該当する。また、村上

市景観条例により、建築物の高さは原則として 25m 以下に制限されている。 

表 3-2 対象地（ジャスコ跡地）の都市計画要件 

敷地面積 10,091.14 ㎡ 

所有者 村上市 

区域区分 都市計画区域内（非線引き） 

用途地域 商業地域 

建ぺい率 80% 

容積率 400% 

防火 準防火地域 

道路斜線 1.5/1 

隣地斜線 31ｍ+2.5/1 

日影規制 無 

公共下水道区域 区域内(公共下水道) 

景観条例 高さ規制 H=25m 以下 

盛土規制 宅地造成等工事規制区域 

騒音規制 第 3 種区域 

振動規制 第 2 種区域 

環境基準 C 類型 

悪臭防止規制 第 1 種区域 

  

出所）三井住友トラスト基礎研究所作成 

出所）三井住友トラスト基礎研究所作成 



34 
 

(5) 技術的見地からの課題等 

対象地における技術的見地からの主な課題について、土壌汚染、災害リスク、交

通、雨水排水の観点から整理する。 

① 土壌汚染 

土壌汚染のおそれのある土地において、3,000 ㎡以上の土地の形質変更を行う場

合は土壌汚染詳細調査（土壌汚染対策法 第 4条で定める詳細調査）の実施が義務

づけられており、基準不適合の土壌に対しては産業廃棄物遮断型処分場へ搬出する

か、基準に適合させた後に最終処分場へ搬出する必要がある。 

対象地であるジャスコ跡地については、ジャスコ建設以前に精錬工場が立地して

いた経緯があり、2011 年に土壌汚染概況調査（土壌汚染対策法 第 14 条で定める自

主調査）を実施したところ、基準値を超える砒素及びその化合物による土壌汚染が

確認された。そのため、新たな建設等に伴い掘削や土壌搬出を行う場合には、土壌

対策や地盤改良等に係る追加コストが生じる可能性があり、施設配置や整備手法の

検討にあたっては留意が必要である。 

なお、掘削を伴わない利用または表層部分（現地盤面から 50cm 未満）の軽微な

掘削であれば、活用が可能とされている。 

② 災害リスク 

本市のハザードマップによると、想定最大規模（おおむね 1,000 年に一度程度）の

降雨による洪水において、対象地を含む村上駅周辺一帯は 0.5～3.0m 未満の浸水想

定区域に指定されている。 

近年は激甚化する降雨災害の発生頻度が高まっていることから、施設計画におい

ては浸水対策や避難動線の確保など、防災面への配慮が重要となる。 

③ 交通 

現在の村上駅は西側への連絡通路が整備されておらず、東西間の移動がしにくい

構造となっている。また、東側駅前広場では、歩行者・自転車とタクシー・バス、

送迎車両等の動線が交錯しており、安全性及び利便性の面で課題が見られる。加え

て、バスベイや上屋の設置による待合環境の改善、公共交通路線の効率化、観光と

の連携強化なども求められている。 

対象地の開発による交通影響については、本市が 2023 年度に実施した「村上駅

周辺大規模跡地開発に伴う交通量調査業務委託」において検証が行われており、交

差点処理能力の観点では大きな支障が生じないことが確認されている。一方で、図 

3-6 に示すとおり、出入口における右折入庫待ち車両による滞留やイベント時の駐

車需要への対応など、実際の運用段階を見据えた交通処理については、引き続き検

討を要する。 
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図 3-6 開発による交通処理の課題 

出所）村上市「村上駅周辺まちづくり事業大規模跡地（村上総合病院跡地・ジャスコ跡地）利活用に
関する市民説明資料」を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 
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④ 雨水排水 

対象地の村上総合病院跡地は、村上第 1排水区と村上第 3排水区にまたがってお

り、周辺には 2か所の雨水の流入・流出経路が存在している（図 3-7）。現況で

は、両排水区間で雨水流出量がおおむね均衡しており、相互に流出量を補完する形

となっている。また、村上総合病院跡地の雨水は、これまで県道村上停車場線の道

路側溝へ排水されていたが、本開発にあたっては、村上下水道（雨水）計画に基づ

く排水区域に沿って、適切な雨水排水計画を検討している。 

このほか、自動車や歩行者・自転車交通が集中する駅前通り（県道村上停車場

線）では、大雨や降雪時に道路冠水が発生し交通障害となる場合があり、今後の改

善が求められている。 

 

 

 

 

 

 

  

図 3-7 開発後の雨水排水区域の検討と周辺の道路冠水箇所 

出所）村上市「村上駅周辺大規模跡地基本設計（その１）業務委託：雨水排水系統図（現況）」

を基に三井住友トラスト基礎研究所作成 
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3－2 これまでの主な取組 

(1) 第 1 回・第 2回サウンディング型市場調査 

本市は、2023 年度（2023 年 6 月、2024 年 3月）に計 2回のサウンディング型市場

調査（以下「サウンディング調査」という。））を実施し、民間事業者から大規模跡地

の利活用に関する意見及び要望等を幅広く収集するとともに、官民連携によるまちづ

くりの可能性について整理を行った。 

 

表 3-3 第 1 回サウンディング調査の結果概要 

実施時期 2023 年 6 月 1 日～6 月 6 日 

参加者数 4 社 

主な意見 

①事業全体のイメ
ージ・概要 

 子ども子育て支援の関連施設として屋内遊び場を
設置 

 高齢者の健康増進施設（軽運動等）及びサークル活
動のためのレンタルスペースの整備 

 子育て世代へのワンストップサービスを提供し、ま
た近隣の学生が集まるにぎわいの空間の創造 

②事業手法 
 DBO、PFI（BTO）方式及び定期借地権方式、LABV 方

式、国施設を含めた一体的な管理運営 

③事業対象範囲、事
業期間等の諸条
件に関する提案 

 事業期間について、公共施設は 15 年程度、民間施
設については 20～30 年程度 

④周辺地域への波
及効果 

 地域のにぎわいと雇用の創出を図り、近隣商店への
利用者の回遊性を創出 

 学生向けのサードプレイス的な場を整備し、学生の
集いの場の創出 

⑤地域住民への配
慮・参画の仕組み 

 地域 NPO 等が活動できる場 
 村上総合病院跡地とジャスコ跡地をつなぐ新たな

移動手段の構築 

⑥事業実施にあた
って行政に期待
する支援や配慮
してほしい事項 

 アクセスを容易にするための規制緩和に係る要望 
 土壌汚染の情報開示についての要望 
 世界情勢や物価・労務単価の上昇を踏まえた事業費

の予算の組み立ての要望 
 物価スライド協議においては、債務負担行為取得時

点を起算日とするよう要望 

⑦事業推進上の課
題・問題点など 

 人口集積度、既存施設との競合等による事業性の確
保 

⑧その他 

 子ども子育て施設の規模・内容を早急に決定する必
要性に対する要望 

 ジャスコ跡地の駐車場利用及びイベントスペース
としての活用について提案 
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表 3-4 第 2 回サウンディング調査の結果概要 

実施時期 2024 年 3 月 1 日～3 月 5 日 

参加者数 4 社 

主な意見 

①事業全体のイメ
ージ・概要 

 施設の一部をガラス張りにする、オープンテラスを
設ける 

 子どもにとって安全な形となるような動線形成、イ
ンクルーシブ遊具の設置 

 多世代が利用する新たな交流の場 
 観光情報発信拠点としての整備 
 飲食業の開業支援策の一つとして、シェアキッチン

の設置 

②事業（運営）スキ
ームの概要 

 PFI（BTO）方式、DBO 方式による運営 
 国施設との合築の可能性について提案 

③事業手法 
 DBO 方式による運営について提案 
 国施設との合築の可能性 

④事業対象範囲、事
業期間等の諸条
件に関する提案 

 DBO 方式では 10 年、PFI 方式では 20～30 年の事業
期間 

 設計から運営を一体的に進めることによるランニ
ングコストの低減 

 大規模修繕を見越して、事業期間は 15 年程度 

⑤周辺地域への波
及効果 

 地元事業者の参加による地域活性化を目指す 
 修繕や建設等を含め、地元事業者の活用について提

案 
 コミュニティ施設としての運営による新たなコミ

ュニティ形成 

⑥地域住民への配
慮・参画の仕組み 

 小さなイベント等の実施を通して、地元事業者の参
画や積極的に参加する事業者を掘り起こす 

 商工会議所や商工会との連携 

⑦事業実施にあた
って行政に期待
する支援や配慮
してほしい事項 

 実証実験を兼ねて、小さいイベント等を繰り返して
行い、機運と意識づくりを進める 

 エネルギーコストの急上昇に対する支援 
 土地の無償貸与での使用 
 駐車場の規模に対する十分な検討 

⑧事業推進上の課
題・問題点など 

 村上総合病院跡地とジャスコ跡地をつなぐ動線に
関する提案 

 運営における維持費、光熱費等に関して、社会情勢
の変化に合わせた対応 

⑨その他 

 子ども子育て関連施設のターゲット層を小学校高
学年や中高生にし、既存施設との差別化を図る 

 瀬波温泉との連携、シナジー形成の可能性 
 統合保育園と多目的広場の位置と連携の可能性 

 

第 1 回及び第 2回サウンディング調査では、子ども・子育て支援機能を中心としな

がら、多世代交流や地域コミュニティ形成、にぎわい創出につながる複合的な施設整

備に関する提案が多く見られた。また、DBO 方式、PFI（BTO）方式、LABV 方式等の官

民連携手法の活用に関する意見も挙げられている。 

一方で、事業性の確保や社会情勢の変化への対応、公共による条件整理等の必要性

についても指摘が見られた。  
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(2) 一般市民・団体、市内学生向けワークショップ 

本市では、本事業の実現に向けて、2024 年 3 月から 7月までにかけて、一般市民・

団体及び市内学生を対象としたワークショップ「むらかミライ会議」を開催した。一

般市民・団体向けワークショップを計 3回、市内学生向けワークショップを計 3回の

合計 6回実施し、対象地の利活用に関する意見を幅広く収集するとともに、施設の機

能や規模、使い方等に関する検討の参考とした。 

 

表 3-5 一般市民・団体向けワークショップの開催概要 

回 月日 
参加
人数 

内 容 ワークショップを通じて整理された主なアイデア 

1 3/19 20 名 

■大規模跡地の
配置案を考え
よう！ 
①公表案を踏ま
えた施設配置
に 対 す る 意
見、懸案 

②課題解決のた
め の ア イ デ
ア、新たな配
置案 

■交流ゾーンのゾーニング 
○複合施設の具体的な機能・規模 
・飲食・販売 
⇒気軽に利用できるフードコートやカフェ 
⇒鮭やお茶等の村上の特産品やお土産を販売等 

・エントランス・休憩・情報発信 
⇒イベントや発表等ができる広々とした空間 
⇒大型モニター等で市内各地の情報や村上の歴
史・文化を発信 等 

・広場 
⇒子どもが屋内で交流・活動できるスペース 
⇒屋内広場と一体的に利用できる遊具や緑の多
い屋外広場 等 

・その他 
⇒会議、学習、音楽等様々な用途に利用できる会
議室・多目的室 

⇒イベント等を行える多目的ホールや伝統工芸
等を体験できるスペース 

⇒スポーツジムやダンスのできる運動施設 等 
○導入機能のレイアウトや効果的な利用の仕方 
・1 階 
⇒エントランス・休憩を中心として、飲食・販売・
情報発信等の様々な機能と一体的な空間とし、
市の歴史や文化等、様々な魅力の発信により、
市内各地に観光誘客が訪れるほか、魅力的な施
設に多くの人が集まり、多様な世代・人の交流
が促進される 等 

・上階（2 階以上） 
⇒多目的室等の使い方が多様な機能を配置し、ミ
ーティングや商談、バス・電車待ちの時間の活
用等、市民が日常的に憩い、交流する場となる 
等 

2 6/14 18 名 

■交流ゾーンの
利活用を考え
よう！ 
①交流ゾーンの
利活用に向け
たアイデア 

3 7/19 21 名 

■交流ゾーンの
ゾーニングと
使い方を考え
よう！ 
①複合施設の具
体的な機能・
規模・レイア
ウト 

②複合施設の効
果的な利用の
しかた 
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表 3-6 学生向けワークショップの開催概要 

回 月日 
参加
人数 

内 容 ワークショップを通じて整理された主なアイデア 

1 3/16 27名 

■大規模跡地の
利活用を考え
よう！ 
①現状の把握 
②大規模跡地の
利活用に向け
たアイデア 

■複合施設の効果的な利用のしかた 
○観光・交流 
・観光客がエントランスで村上の情報を収集する
ほか、産直やお土産売場で特産品や商品を購入
し、SNS 等で情報を発信する 

・観光客や市民がフードコートや飲食店で村上の
料理を食べ、休憩スペースでくつろいだり、雑談
したりするほか、村上にちなんだ作品の展示を見
る 等 
⇒村上の魅力・認知度の向上による観光客の増加 
⇒地域の歴史や文化、特産品等についての理解の
深化 等 

○地域・交流 
・学生が部活やサークル活動のポスターを作成し
掲示する 

・電車やバスの利用者が待ち時間にフードコート
を利用する 

・中高生の調理部とお店がコラボした商品を販売
する 

・将来の自分や未来の若者が施設内の飲食店や産
直で働く 等 
⇒幅広い世代間や観光客との交流、雇用の創出等
による地域活性化 等 

○子育て 
・子どもが保育園帰りに遊具で遊び、親はベンチ等
で談笑する 

・親子が広場で遊んだり施設で休憩をしたりする 
等 
⇒子どもの遊び場や子育て世代の居場所の確保 
等 

○学生・交流 
・学生が放課後に学習スペースで勉強をする 
・大学生がボランティアで中学生や高校生に勉強
を教える 

・勉強をしている人が息抜きにカフェで休憩する 
等 
⇒学生の学習意欲や学力の向上、居場所の創出、
学生どうしの交流促進 等 

○健康 
・様々な年代の人が気軽にスポーツジムやサウナ
を利用する 等 
⇒市民の健康の維持・増進 等 

2 6/22 21名 

■交流ゾーンのゾ
ーニングを考え
よう！ 
①複合施設の具
体的な機能・
規模 

②導入機能のレ
イアウトや機
能間の連携 

3 7/13 23名 

■施設の使い方
について考え
よう！ 
①複合施設の効
果的な利用の
しかた 

②周辺環境を活
かした一体的
な活用のしか
た 

 

これらのワークショップを通じて、多世代交流や地域コミュニティ形成、観光・交

流機能の充実など、複合施設としての多様な活用に関するアイデアが多く見られた。

特に、大規模跡地を単なる施設整備にとどめるのではなく、日常利用と観光利用の双

方を意識した交流拠点としての活用を期待する意見が共通して確認された。 
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具体的には、一般市民・団体からは、飲食・販売機能や広場空間、情報発信機能等

を組み合わせた施設構成やゾーニングに関する意見が多く挙げられ、施設全体の配置

や機能の組み合わせ、各階の役割分担など、空間構成に関する方向性が示された。ま

た、多世代が自然に滞在・交流できる場の創出や、市内の魅力を発信する拠点として

の役割など、地域全体への広がりを意識した視点も見られた。 

一方、市内学生からは、放課後の学習利用や友人との交流、休憩・滞在といった日

常的な使い方に加え、観光客との交流や地域活動への参加など、具体的な利用シーン

を想定した提案が多く見られた。学生の居場所としての機能や、気軽に集まり活動で

きる空間へのニーズが示されるとともに、施設が地域の交流拠点として機能するイメ

ージも共有された。 

 

(3) 市内事業者向け勉強会及びワークショップ 

本市では、市内事業者の官民連携への理解を深め、本事業への関心を高めることを

目的として、2024 年度（2024 年 8月～10 月）に勉強会 2回及びワークショップ 2回

を開催した。官民連携手法の基礎的な内容を共有するとともに、大規模跡地を活用し

たまちづくりの方向性や市内事業者の関わり方について意見交換を行った。 

 

表 3-7 市内事業者向け勉強会及びワークショップの開催概要 

種別 回 月日 参加人数 内 容 参加者からの主な意見・質問 

勉強会 

1 8/23 
33 名 

（27 事業所）
社会課題解決のた

めの官民連携 

■官民連携手法について 
 官民連携手法についてよく理解できた。 
 PPP/PFI の失敗事例があれば教えてほし
い。 

 特別目的会社（SPC）組成時の資金の流れ
はどのようになっているのか。また、SPC
が金融機関に返済できなくなった場合は
どうなるのか。 

 PFI 事業において、事業終了後の維持管
理・運営はどのようにして行うのか。 

 SPCの構成企業と協力企業の違いは何か。
同じ企業が両方に加わることは可能か。 

 一般的に、官民連携手法の導入判断は行
政が行うのか、それとも民間からの提案
も可能なのか。 

■本事業について 
 村上駅前の課題は何か。課題やゴールが
明確になることで、より具体的なイメー
ジがしやすくなる。 

 市から提示された大規模跡地の土地区画
図は、既に確定したものと理解してよい
か。 

 将来的な高校の統合の可能性も考慮した
計画となっているのか。 

 村上駅前の大規模跡地に統合保育園を設

2 9/12 
34 名 

（26 事業所）

地元が中心となり 
まちづくりを行う 

官民連携 
～地域企業が主体
となる公共事業～ 
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種別 回 月日 参加人数 内 容 参加者からの主な意見・質問 

置する必要性はあるのか。 
 本事業の事業手法は、今後どのようなプ
ロセスで決定されるのか。 

ワーク 
ショップ 

1 9/25 
18 名 

（15 事業所）

村上駅周辺 
まちづくりを進め
る上での課題と目

指す方向性 

■目指す方向性と適した施設・機能のアイデ
ア 
〇村上らしさ 
 竹灯籠街道 
 城下町感 
 町屋の移築 
 黒塀  
 食や自然の魅力を伝える 
 村上ミュージアム（観光物産館） 

〇賑わいの創出 
 滞在できる駅前、オープンカフェ 
 食べ歩き、グルメ、キッチンカー 
 地元企業フリースクール 
 企業の副業＋テレワーク 
 高齢者健診、健康指導 
 駅前から観光客の誘引 
 学生が集える（電車待ち） 
 公園（緑地、池） 
 子どもの遊ぶ場所 

2 10/8 
15 名 

（14 事業所）

課題解決方法と 
地元事業者の 

関わり方について 

 
 

勉強会では、官民連携手法の概要や事業スキームについて紹介を行った結果、参加

者からは多数の質問が寄せられ、市内事業者の官民連携に関する理解を深めるきっか

けとなった（表 3-7）。また、いずれの回も 30 を超える市内事業者の参加があり、本

事業への関心の高さもうかがえた。 

続いて実施したワークショップでは、村上駅周辺のまちづくりの方向性として、

「にぎわい」や「人が集うこと」に加え、「明るさ」、「美しさ」、「清潔感」といった

定性的な側面を重視する視点が多くのグループに共通して見られた（表 3-8）。ま

た、駅前を単なる通過点ではなく、滞在や交流が生まれる場へと変えていきたいとい

う考え方も共有されていた。 

具体的には、竹灯籠街道や堆朱の街灯、町屋や黒塀を活かした景観づくりなど、村

上らしさを感じられる空間づくりに関する提案が挙げられたほか、AR（拡張現実）の

活用や地元企業によるフリースクールなど、新しい技術や学びの視点を取り入れたア

イデアも見られた。地域の歴史や文化を活かしながら、新しい発想を取り入れた提案

が多く見られた点が特徴的であった。 
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表 3-8 市内事業者向けワークショップの結果一覧（村上駅周辺まちづくりのテーマ・戦略・戦術） 

グル 
ープ 

①テーマ ②戦略 ③戦術 

A 
にぎわいのある
村上らしい駅前 

若い夫婦が集まる 
・移住者が集まる ・癒やしのあるスペース  
・子どもの遊ぶ場所 ・全天候型 

居て楽しい場所 
・滞在できる駅前 ・オープンカフェ  
・最先端の学校（AI 等） ・ショッピング 

村上らしい環境 
・村上らしい灯り ・並木道がある  
・森がある ・竹灯籠街道 

B 
明るく美しい 
駅前 

人がいて明るい 
・食べ歩き、グルメ ・キッチンカー ・お店  
・イベント ・（外国人）観光客 ・学生、若者  
・ネットカフェ ・フリースペース 

夜、明るい 
・堆朱（ついしゅ）の街頭 ・お店の灯り  
・人がいる ・夜、飲める（代行じゃなく） 
・安宿 

植物・花があって明る
い、美しい 

・駅前から植物や花が続く ・公園  
・花（春～秋）  
・駅前から公園までイルミネーション（冬） 

街並みが美しい 
・城下町感 ・町屋の移築 ・黒塀  
・ギャラリー ・色の統一 

C 人が集まる 

・美しい景観 
・清潔感がある町並み 
・バリアフリー 
・駅前整備（駅前道路）、
街灯、植樹 

・LED ・無電柱化 ・街灯（堆朱、竹灯籠）  
・低木での街路樹作り 
・シンボルモニュメント（デザイン化されたも
の） ・日々の清掃 

・観光資源の発掘 
・長居できるスペース 
・SNS 映えするスポット 
・魅力的なイベント 

・AR の活用 ・村上ミュージアム（観光物産館） 
・位置ゲームを使う・イスが多くある場所  
・ちょい飲みスペース ・公園（緑地、池） 

有名な店 
・村上らしいスタバ ・コーヒーチェーン店  
・地元のカフェ ・お茶 ・村上の複合した店 

アクセスの良さ 
・あべっ車（バス） ・駐車場を増やす  
・村上駅東西をつなげる  
・電気自動車のスポット ・レンタサイクルの活用 

雇用の場を増やす ― 

教育環境（大学など） ― 

D 
村上の魅力を 
伝える、人の 
集う場所 

観光客が集まる 

・食の魅力を伝える ・自然の魅力を伝える  
・修学旅行バスツアー ・城を作る 
・食品工場見学 ・村上の伝統を伝える  
・伝統を体験できる ・発表するスペースがある 

気軽に集まれる空間 
・学生が集える（電車待ち）  
・Wi-Fi 環境で過ごしやすく ・課外授業 

人が集い続ける 
・地元企業フリースクール  
・企業の副業＋テレワーク  
・高齢者健診、健康指導 ・駅前から観光客の誘引 
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(4) 大規模跡地の利活用案（ゾーニング案）の策定及び見直し 

本市では、サウンディング型市場調査や各種ワークショップ等の結果を踏まえ、大

規模跡地の利活用案（ゾーニング案）を段階的に策定・見直ししてきた（表 3-9）。

2023 年 8月に初案（図 3-8）を公表し、その後の検討や関係機関との協議を踏まえて

2024 年 5月に第 2案（図 3-9）を公表、さらに 2025 年 8 月の市民説明会において第

3 案（図 3-10）を公表している。 

初案では、大規模跡地を「交流ゾーン」、「子育てゾーン」、「行政ゾーン」の 3ゾー

ンに区分し、村上総合病院跡地内に 2本の道路を整備して 3区画に分ける計画として

いた。その後、第 2案では、ゾーン構成等の基本的な考え方を維持しつつ、市民説明

会やワークショップの意見も踏まえ、村上総合病院跡地の敷地の有効活用を図る観点

から開発区域内の道路形状を T字型から I字型へ変更し、区画を 3 区画から 2区画へ

見直した。また、整備の進め方として、村上総合病院跡地東側の区画を第 1 期整備区

域と位置づけ、村上市統合保育園（以下「統合保育園」という。）及び関連する道路

整備を優先的に進める方針とした。一方、西側の区画については、第 2 期整備区域と

して交流ゾーン及び行政ゾーンを整備する計画とし、県道から直接乗り入れ可能な出

入口の設置についても整理された。さらに、第 3案では、行政ゾーン（国施設）の配

置案が見直されている。 

なお、第 1期整備として検討していた統合保育園については、整備運営に係る協定

を締結し事業を進めていたが、近年の物価上昇や建設費の高騰等を踏まえ、協定を解

除している。今後は 2028 年 4月 1 日の開園を目指し、改めて整備運営事業者の募集

を予定している。また、行政ゾーン（国施設）については、国による施設整備が想定

されており、関係機関との協議を進めている。 
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表 3-9 大規模跡地利活用案（ゾーニング案）の変遷 

初案 第 2案 第 3案 

   

【概要】 

 大規模跡地を「交流ゾーン」、「子育てゾーン」、「行政ゾーン」

の 3ゾーンに区分。 

 村上総合病院跡地内に 2本の道路を整備して 3区画に分ける計

画。 

【概要】 

 村上総合病院跡地について、道路形状を T字型から I字型へ

変更。 

 区画を 3区画から 2区画へ見直し。 

 村上総合病院跡地の東側区画を第 1期整備区域、西側区域を

第 2期整備区域と位置づけ。 

 統合保育園及び関連する道路整備を優先的に進める方針と

し、第 2期整備区域として交流ゾーン及び行政ゾーンを整備

する計画。 

 県道から直接乗り入れ可能な出入口を設置するよう整理。 

【概要】 

 行政ゾーンにおいて、国施設の配置を見直し。 

 

 

図 3-8 【初案】大規模跡地利活用案（ゾーニング案）（2023 年 8 月公表） 

出所）村上市「大規模跡地利活用（ゾーニング案）」 

図 3-9 【第 2 案】大規模跡地利活用案（ゾーニング案）（2024 年 5 月公表） 

出所）村上市「村上駅周辺大規模跡地（村上総合病院跡地・ジャスコ跡地）

の土地区画案（変更）」 出所）村上市「村上駅周辺まちづくり事業大規模跡地（村上総合病院跡地・

ジャスコ跡地）利活用に関する市民説明資料」 

図 3-10 【第 3 案】大規模跡地利活用案（ゾーニング案）（2025 年 8 月公表） 


